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「市場経済下のロシアの電力経営」
森岡裕
1.序
ソビエトが崩壊し ロシアを含めてソビエトを構成していた各共和国は，市
場経済への移行を進めている。そこで本稿では ロシアにおける電力経営の改
革についてとりあげる。電力は産業と市民生活にとって基幹的な部門であるか
ら，ここでの改革の成否はロシア経済全体の再生を左右する。それゆえ，電力
部門における市場メカニズ、ムの導入と経営改革を検討することは，大きな意味
があると思われる。
2. ソビエト時代の電力経営
現在のロシアにおける電力経営の改革について検討するまえに，ソビエト時
代における電力部門の経営組織と管理方式について簡単にふれることにする。(1)
ソビエト時代の電力経営は 典型的な固有・国営の集中管理型であった。組
織構造についてみると，発電所と電・熱の供給を行なう供給網企業が末端企業
として位置づけられていた。ついで，それらの企業（発電所，供給網企業）を
管理する主体として地区エネルギー・システムが形成されていた。その上に
いくつかの地区エネルギ一・システムを管理する合同エネルギー・システム
( 03 C）が存在していた。ソビエト時代には03Cは11社（中央，中央ボル
ガ，ウラル，北西，南部，北カフカス，外カフカス，カザフ，シベリア，中央
アジア，東部）あり，そのうちの9社がソビエト統一エネルギー・システムの
配下にあった。残りの2社（中央アジア，東部）は統一エネルギ一・システム
に統合されておらず孤立的に操業を行なっていた（図－ 1.参照）。もちろ
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んこれら 2つの03Cをソビエト統一エネルギー・システムに統合する計画は
立てられていたが，ソピエトの崩壊によって未実現の目標となってしまった。
日常的な企業経営（操業）については，統一エネルギー・システム内にある
中央操業管理局を頂点とした集中方式がとられていた。また発電量に関しても，
統一エネルギー・システムがソビエトの全発電量の約90%を占めるという高い
集中度であった。
?? ?、??????
合同エネルギー・システム
地区エネルギ｝．システム
図－ 1. ソビエトの電力経営組織
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最近は否定的な評価がなされる国営・集中管理方式であるが，旧ソピエトの
電力部門の場合，地域的・産業的特性から上述の集中方式は大きなメリットを
もっていた。
旧ソビエトのように広大な国土をもっ国の場合は，時差によるピーク時間の
ずれが大きい。たとえば，旧ソビエトのヨーロッパ地域がピークをむかえてい
る時に，シベリア地方の発電所を稼働させてシベリアからヨーロッパへ送電す
ることが可能となる。これによって各地域の合同エネルギ一・システムが孤立
的に操業した場合に比べて，保有しなければならない出力を節約することがで
きる。電力部門の場合 生産と消費が同時であり在庫形成が困難であることか
ら，広域運営・電力融通によるメリットは，集中化が進めば進むほど大きくな
る（表－ 1.参照）。実際の効果として，統一エネルギ一・システムの形成に
よる出力の節約は， 1000-1500万KWと言われている。（2）これは，当時のソビ
エトの総出力の3-5%にあたる。
次に，人事・労務と財務の問題についてみておきたい。ソビエト時代におい
ては，電力部門も含めてあらゆる部門において職種ごとに賃率額と賃率等級表
が統一的に定められていた。また各職務の特徴とそれの遂行に必要な知識・技
能については，賃率・資格便覧によって規定されていた。したがって賃金格差
の発生は，技能の違いや企業の立地する地域の違い（生活条件や自然環境が厳
しいところか否か等）といった合理的根拠がある場合に限られる。言いかえる
と，企業規模格差といった働く側に責任のない原因で基本給が異なることはな
かった。
財務（投資）については，操業管理と同様に中央による集中管理・決定方式
であった。自立的経営単位と言われる地区エネルギー・システムの場合，必要
な投資基金を自社で蓄積し投資を行なうということはほとんど起こりえなかっ
た。必要とされる投資プロジェクトの選択・決定やプロジェクトの実行とそれ
に必要な資金の調達に関しては，ほとんどすべて中央で行なわれていた。した
がって，個々の電力企業の経営者にとって，財務（投資）問題で「悩む」こと
-79 ( 79)-
はなかったのである。
表－ 1.広域運営・電力融通のメリット（数字は仮設）
（前提条件）
1.各社ともピーク負荷はlOOKW
2.各社ともピーク時以外の負荷のカバーに必要な出力は50KW
3.各社ともピーク時は完全に異なり 他社の遊休出力は100%融通が可能
4.予備出力は考慮しない
各社が孤立的に操 A社と B社は電力 A, B, Cとも電
業 融通を実施、 C社 力融通を実施
は孤立的に操業
A杜の保
有すべき 100 75 67 
出力
B社の保
有すべき 100 75 67 
出力
C社の保
有すべき 100 100 67 
出力
ムロ 計 300 250 201 
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料金については，一般家庭や小口の需要家に対しては，全国一律の料金（ 1 
KWHあたり）が設定されていた。エネルギー・システムごとに料金が異なる
のは，大口の工業需要家であった。
このように，旧ソビエトの電力経営は固有・国営の集中・指令型であった。
それは，操業面に関して経済性と安定性という利点をもたらした。また従業員
に対しては，従業員に責任のない原因で給与格差が生じるという不利益をもた
らすことはなかった。しかしながら 財務問題を中心として重要な事項はほと
んどすべて中央で決定されるため，個々の企業の自立性は制約され経営者の自
由裁量の余地も少なかった。
次節では上述のような特徴をふまえたうえで，現在のロシアで行なわれてい
る電力経営の改革について検討していく。
3.市場経済下の電力経営
現在のロシアは市場経済への移行をめざしている。その一環として，電力部
門にも市場メカニズムの導入が図られている。だが前節で確認されたように，
ソビエト時代に形成された統一エネルギ一・システムは，経済的・安定的操業
という点で大きなメリットをもっていた。そこで電力部門では，以下のような
2つの条件を同時にみたすような方向で改革が行なわれようとしている。（3)
(1) 統一エネルギー・システムの維持
(2) 電力部門での競争市場の形成
上記の方向にそって1992年1月にだされた電力経営改革に関する大統領令の
概要は，以下のとおりである。（4)
(1) ロシアエネルギ一・電化株式会社（ PAO E3C POCCl111：以下 PAO 
と略す）を創設し，設立後3年間はPAOの株式の50%以上は国家保有と
する。
(2) 国家保有株の30%を資産管理委員会に付与することによって，共和国や
地方自治体のPA Oへの経営参加を各地の電力需要に応じて保証するもの
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とする。
(3) PA O株の20%以上を市民に売却
(4) PA Oの社長と国家代表役員は政府が任命
(5) PA Oは，毎年政府に対して報告書を提出
(6）発電所を基礎にしてPA Oの子会社を設立し，当該発電所の従業員は，そ
の子会社の株式を49%の範囲内で付与される特典をもっ。
(7) PA Oの株式の50%以上が国家によって保有されている聞は，上記の子
会社の株と国家資産管理委員会によってPA O設立時にPA Oの資本金と
して払い込まれた株は， PA Oの提案に基づいて売却できるものとし，そ
れは新しく設立されるエネルギ一企業の資本金に組み込むものとする。
(8) PA Oの国家保有株に対する配当金は社内留保し ロシア統一エネルギー・
システムの発展に用いるものとする。
(9）料金に対する国家規制は維持される。
（叫 エネルギ一部門に関連する機械製作，建設企業の株のうち国家保有分は，
ロシア燃料・エネルギー省の提案にそくして，国家資産管理委員会によっ
てPA Oのトラストへ委譲される。
上述の大統領令の目的は，電力産業を分割民営化することによって電力事業
者間の競争状態を創出するとともに PA O杜の株の過半数を国家が保有する
ことによって，基幹産業としての電力部門に対する国の影響力を確保すること
である。そこで，この方向にそってロシアの電力経営改革についてみていくこ
とにする。
電力部門が民営化されることによって，中央（省，国）の役割が大きく変わ
る。ソビエト時代にはあらゆる問題が中央で集中的に管理されていたが，民営
化によって経常的業務は個々の電力企業によって管理されることから，中央の
任務は以下のような事項に限定される。（5)
(1）価格，税政策
(2) ライセンス付与
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(3) 国家的エネルギ－管理
(4）投資に必要な予算額の調達
(5) 国家間協定の実現
ここから明らかなように自立した経済主体は個々の電力企業となり，ここで
の経常的業務に対する国の干渉は排除されることになる口また個々の電力企業
間の関係（取ヲ｜）は，中央から指令されるのではなく任意の契約に基づくもの
となる。したがって上述の戦略的な分野を除けば 電力経営に対する集中的管
理が残されるのは，安定的操業の確保を目的とした操業系（ Ju1crreTtJ:ep)
の管理だけである。（6)
電力企業間の競争的状態を創出するための施策としては 大型発電所をエネ
ルギ－・システムから抜き出しそれを独立企業とする方法がとられた。具体的
には， 51の大型発電所（総出力9600万KW：ロシアの発電所の総出力は 2億
1000万KW）が独立企業としてエネルギ一・システムから分離された。（7）つま
り，エネルギー・システムの強力なライバルを人為的にっくりだすことによっ
て事業者間の競争をもたらそうとするものである。またこのような供給側の改
革にそって効率的な競争市場を電力部門に形成するための課題として，以下の
ような事項が提示されている。（8)
(1) 市場に参加するプレーヤ一間の競争的関係の形成と発展
(2）大口需要家に 自由に電力卸売市場に参入できる権利を付与すること
(3) 需給と価格に関する完全情報を受けとる可能性が，市場に参加するプレー
ヤーに等しく与えられていること
(4) プレーヤ一間の技術・経済的な相互関係が調整されていること
(5）現行の市場規制メカニズムとともに 長期的な需給分析に基づく電力部
門の発展条件の形成
ここで示されているのは，電力市場という場にあらゆるプレーヤーが自由に
対等な立場で参入できるようにすべきであるということである。供給者間の競
争関係の創出は，すでにみてきたとおりである。他方需要家に対しては，複数
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の供給者のなかから自由に取引相手を選ぶ権利が保証されることである。この
ようにして，自由で競争的な市場を形成することによって効率的な電力市場を
確保しようとするものである。その際国が果たすべき重要な役割（規制）として，
市場と供給網（送配電線）への参入を許可するライセンス付与業務がある。（9)
次に，ロシアの経営改革において重要な意味をもっ個別企業の財務的自立性
についてみておきたい。
すでに述べたようにソビエト時代においては，投資活動を中心とした大型の
財務活動は国（中央）によって集中的に行なわれていた。それに対して今回の
改革では，電力を含めたエネルギ－産業全体を財務的に自立させることを目的
としている。（IO）これによって競争的市場のプレーヤーにふさわしい自立的な電
力企業とその経営者の育成が可能となる。もちろん，現実はすべてこのような
理念から運営されているわけではない。ソビエト時代のように投資基金を中央
に依存することが現在のロシアでは不可能なため，資本集約的なエネルギー産
業を維持するためには民間資金にたよらざるをえないのが現状である。その手
段として電力の民営化が行なわれたというのも，否定できない事実である。（11)
もっとも健全な金融市場の形成というのも，現在のロシアにとっては厳しい課
題である。
電力企業の財務活動と関連して 料金制度の改革方向についてふれておきた
し＝。
ソビエト時代は，単一料金率制と二重料金率制の二本だての料金制度であっ
た。（ロ）
（単一料金率制）
日＝ U333
ここで，日一料金，日33一lKWHの価格， 3－使用電力量
（二重料金率制）
日＝ aP’max+b3 
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ここで， nー料金 a－出力 lKWごとに対する基本額， b－消費電力量
lKWHごとに対する追加額， p’maxー エネルギー・システムのピークに
参加する各需要家の負荷（各需要家の最大負荷とは異なる）， 3一使用電力量
前者の利点は，制度のわかりやすさであった。だが，需要家にピーク参加へ
のきりつめをうながす効果がないので この方式は一般家庭や小口需要家に採
用されていた。それに対して後者の利点は ピーク参加へのきりつめ （負荷
グラフの平準化） に向けて需要家を刺激する効果をもっている点である。そ
のため大口需要家に採用されていた。
なお今回の改革では 省エネに向けて需要家を刺激する効果をもっ二重料金
率制の適用範囲の拡大が図られている。（日）また同時に ソビエト時代から課題
とされていた時間帯別の差別料金率制の推進も改革の目標とされている。
大統領令では直接ふれられていないが賃金の問題についてもみておきたい。
ソビエト時代においては すべての産業部門において全国共通の尺度で職務
評価が行なわれ，それに応じて賃金が規定されていた。したがって前節で述べ
たように，企業格差といった働く側に責任のない原因で賃金格差が発生するこ
とはなかった。今回の改革においても 以下の協定にみられるようにこの点は
維持されるようである。(14)
（協定）
(1) すべての協定加盟企業は，現行の統一賃率・等級一覧及び管理職，専
門職，事務職に関する熟練一覧をもとに，労働の複雑さと責任の重さに
応じて従業員の賃率額を算出する。
(2) すべてのカテゴリーの従業員に関する等級分けの統一システムとすべ
ての従業員の賃率額算定の統一システムを利用
(3) 労働条件の違いによる追加払に関する統一システムと交替労働に対す
る追加払に関する統一システムの利用
(4）現行法に基づいて 地域別の賃率規制を採用
(5）賞与の種類と賞与の最高限度額については 相互協定によって決定
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労働・賃金の分野で注目すべき改革の方向は，管理職や専門職（技師）に対
する給与面での優遇策である。（日）ソビエト時代には，管理職，専門職に対する
冷遇がしばしば問題にされていたD これは労働者を優遇する施策の結果として，
管理職，専門職にしわょせがきたものである。具体的には，管理職，専門職は
責任の重さ（企業の活動成果全体に対して責任を負わされる）に比べて，給与
が低いというものであった（表－ 2.参照） o その結果有能な人が管理職に
なろうとせず，優秀な経営者が育たないという弊害があった。今回の改革では，
この点を改めて優秀な経営者，専門家の育成を経済的に刺激することを意図し
ている。
表－ 2. 機械製作部門における月間賃金 （ルー ブル）
労働者（出来高払）
l級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級
工具製造工 112.5 121.2 135.0 152.3 173.1 202.5 212.9 226.9 
修理工 105.6 114.2 126.4 141.9 162.7 188.7 
その他の職
93.5 102.1 112.5 126.4 143.7 167.9 一
種の労働者
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職長，技師
職 名 高合
第 lグループの職長 180-220 
主任技師 190-230 
第 1カテゴリーの技師 180-220 
第2カテゴリーのt支師 160-200 
上級技師
技師 140-180 
（出所） 口oぇ pe江.， 3KOHOMHK3 3BTOM06Hλb HO白
npOMb凹 λeHHOCTH H TpaKTOpOCTpoeH M冗，
”Bb!Clll a兄山KOλa”1989, c . 83. 
4. 改革に対する評価
与
今回の電力部門での経営改革の目的が，競争的電力市場の創設と電力企業の
自立性（特に財務面での）の確保であることはすでに述べたとおりである。そ
こで，これらの点を中心にして今回の改革に対する評価についてみていきたい。
前者に関しては，エネルギー・システムから大型発電所をぬきだしそれを独
立企業としたことによって，エネルギ一・システムの独占力を弱めることがで
き競争的な市場が形成されたと肯定的に評価されている。川）またこれによって
需要家に，複数の事業者のなかから自分にとって最も有利な事業者を自由に選
択できる機会が保証された点も改革の成果とされている。つまり事業者・需要
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家双方とも自由に電力市場に参入できることになり，その結果独占のもつ弊害
が克服されるという評価である。
後者に関しては，投資が中央の決定事項でなくなったため各企業で自主的に
決定することができるようになり，投資問題が簡素化されたと評価されている。（げ）
また市場メカニズムの導入によって，コスト引き下げや省エネに対する経済的
刺激が機能するようになったことも指摘されている。
確かに今回の改革は，上述のような効果をもたらす条件をっくりだしたと言
える。だがこのような可能性（ポテンシャル）を現実のものとするためには，
ロシアの電力部門に現在起こっている問題を解決しなければならない。またこ
のような問題を解決していく過渡期においては，空白の状態（旧制度は崩壊し，
新制度も機能していない状態）が発生・継続し，結果として改革前より悪化し
た状態になる危険性が高い。そこで次に，今回の改革を危倶する見解について
みていきたい。
今回の改革を危倶する主要な見解の 1つは これまで維持されてきた統一的
操業管理システムが分割・民営化によって機能しなくなるのではないかという
危機感である。（削もちろんすでに述べたように，今回の改革の課題（方向）の
1つは統一エネルギー・システムの維持であり，そのための組織も準備されて
いる。だがソビエト時代と異なり，独立した電力企業間の関係は任意の契約に
基づいたものとなる。したがって，各企業に指令的な負荷グラフを遵守させる
ことは困難になる。これが，安定的な統一的操業管理システムの崩壊を危倶す
る見解の根拠となっている。（凶）
電力産業のもつ特徴から民営化に反対する見解もある。（初）上述の統一的操業
管理システムの必要性に加えて，資本集約的産業の典型である電力は，国家的
支援を必要とするような大型プロジェクトをかかえることになる。したがって，
国家的視点から電力部門の発展を統一的に計画・管理するのが最も効率的であ
るという見解である。また今回の改革のメリットと言われる競争的市場の形成
と需要家による事業者選択の自由についても，その実効性に関しては否定的で
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ある。（21）実際，ロストフ・エネルギー・システムの報告によると，需要家によ
る事業者選択の可能性は無いようである。（22）また，エネルギ一市場や供給網
（送・配電線）に自由に参入することを保証するライセンス業務も行なわれて
おらず，そのための法的基盤も未整備であると指摘されている。側
これまで，電力部門の経営改革に対して相反する 2つの評価をみてきた。次
に，これらの中間とも言うべき第3の評価について簡単にふれておきたい。
この見解は，民営化（改革）の意義を認めたうえで，電力産業に対する国家
的規制の必要性を唱えるものである。（制その際，国家規制が必要とされる根拠
としては，電力産業のもつ自然独占的性格や諸外国での事例・経験があげられ
ている。また規制が有効に機能するための条件として，強力な法的基盤の整備
と権限をもった中立的機関の存在があげられている。この立場の論者は，競争
的市場の有効性を認める点では肯定派に近いが今回の改革がもたらすメリッ
トがポテンシャルから実効性のあるものとなるための条件（法律や札織の整備）
の指摘という点では否定派の主張に近い。
最後に，改革に対する評価・見解にかかわらず ロシアの電力経営を正常化
するためには避けてとおれない財務問題についてみておきたい。それは，需要
家による料金不払（債務不履行）問題である。 1994年時点で，需要家による不
払総額は約2兆ルーブルである。（25）これは，老朽設備の更新，資材の確保や修
理の遂行といったことを困難にし，健全な電力経営にとって大きな障害となっ
ている。また，現在の料金支払方法のもとでは 悪質な料金不払需要家に対し
て影響力を行使するメカニズムが存在しないため 電力企業は財務的に破産の
危機に直面している。（お）しかも，物資・資材納入業者からは代金の支払を請求
され，他方では不払需要家に対して電力供給を停止することができないという
二重の苦しみを強いられている 0(27）したがって この問題が解決されないまま
今回の改革の方向の 1つである電力企業の財務的自立が実施されると，経営改
革の目的であった効率的な競争的電力市場と独立的な電力企業の形成というの
が画餅になる D ここから明らかなことは 法律の整備とならんで需要家による
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不払問題が，正常な電力経営の確保のために最も優先して解決されねばならな
いということである。
5. 結び
電力産業の分割・民営化によって競争原理・市場メカニズムを電力部門に導
入するというのが，今回のロシアにおける電力経営改革の目的であることはす
でに確認された。そこで今回の改革が今後のロシアの電力経営や経済改革（ロ
シア全体の）に及ぼす影響について総括しておきたい。
分割・民営化により個々の電力企業は財務的に独立した企業となり，企業間
の関係は中央からの指令によるものではなく 任意の契約に基づく経済的なも
のとなった。したがってコスト感覚や効率性を中心にした企業経営が必要とな
り，またそのような企業経営を行なえる経営者の育成が必要となった。これは，
電力部門において市場メカニズムに適応した企業と企業家が誕生する可能性を
与える。また基幹産業である電力部門において効率や契約関係に基づく経営が
行なわれるようになれば ロシアの経済全体の改革にも大きなプラスの影響を
与えることができる口
上述のように，電力の経営改革は大きな可能性を含んでいる。だが見落とし
てならないのは，今回の改革が示したメリットは現状ではポテンシャル（可能
性）であるという点である。それに対して旧制度がもっていた経済的・安定的
稼働を保証する統一的操業管理システムが機能停止する危険性は現実のもので
ある。また需要家の不払による電力企業の財務的危機や空白の状態（旧制度は
崩壊し，新制度は未整備）の継続による電力経営の一層の悪化も現実のもので
ある。つまり今回の改革は現段階でみるかぎり，メリットに関してはポテンシャ
ル，他方デメリットに関してはすでに実在という採算の悪い状況と言える。
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